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評 価
第１章 子どもたちや社会の未来を

拓く教育の充実 ○

１ 夢と希望をはぐくむ特色ある 評 価

学校づくりの推進
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒が充実感を味わい、自己の可能性を発揮して心豊かな学校生

活を送れるよう、家庭や地域と連携・協働し、魅力と活力のある学校づ

くりを進める。

(2) 夢の実現に向けてチャレンジする若者を育成することができる、魅力

と活力のある高等学校づくりを進める。

〔ここに注目 !！〕

・35人学級を小学校３年生に拡充

・特色ある学校づくりの取組を進めた結果、高校生活に満足している生徒の割合が

上昇

（１）義務教育段階での取組

① 学校の設置等

目 少子化の進展に伴い、小・中学校の小規模化や複式学級の増加が見込まれる状況

を踏まえ、「望ましい教育環境の実現に向けて（望ましい教育環境整備検討会議最

的 終報告・平成19年11月）」を基に市町村の学校再編計画を支援する。

望ましい教育環境整備促進事業（県単）の実施

市町村の学校再編計画を支援するため、定数措置を行った。

(1) 統合前の支援として、複式学級設置校には複式指導を解消するための常勤講

師を１年間配置した。 （Ｈ28初統合まで継続）

(2) 統合後の支援として、学校安定化のために正規教員を配置した。

（Ｈ24初統合で終了。小学校：３年間、中学校：２年間）

Ｈ25初統合した学校には、学校安定化のための正規教員を１年間配置した。

（小学校：10校、中学校：１校）
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◆ 統合前の支援（複式解消支援）、統合後の支援（学校安定化支援）の実施状況

は、下の表のとおりである。

（ ）は新規で内数

◆ 複式学級設置校及び複式学級数の増減は、下の表のとおりである。

〈小学校〉 〈中学校〉

【成果】◇ 引き続き、統合前支援を実施することにより、市町村の進める学校再

評 編計画を支援することができた。

価 【課題】◇ 小・中学校の統廃合数は減少傾向にあるが、今後も統廃合後の安定化

支援については、市町村からの要望が多いことから支援を継続する必要

がある。

○ 市町村の学校再編計画の進捗状況を随時確認するとともに、統合に関わる支援

の在り方を検討し、統合後支援に関わる加配定数措置など人的支援を継続する。

◆ 平成26年度初以降の統廃合予定

H26初 H27初 H28初 H29初 H30初以降

小 学 校 15校 11校 ７校 （なし） ２校

中 学 校 ４校 （なし） （なし） ５校 ４校

区分
H23 H24 H25

複式解消支援 学校安定化支援 複式解消支援 学校安定化支援 複式解消支援 学校安定化支援

小学校 ４校 20校(3) 11校 16校(5) ７校 ８校(-)

中学校 ０校 ２校(0) ０校 １校(1) ０校 １校(-)

H24 H25 増減 H24 H25  増減

学校数 520 505 -15 240 239 -1

複式学級設置校数 83 76 -7 4 4 0

設置校割合 16.0% 15.0% -1.0% 1.7% 1.7% 0.0%

学級数 4,759 4,667 -92 1,975 1,936 -39

複式学級数 162 143 -19 4 4 0

設置学級数割合 3.4% 3.1% -0.3% 0.2% 0.2% 0.0%
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② 学級編制等

目 市町村立義務教育諸学校において、学力向上のための学習指導の充実、いじめや

不登校の解消、震災からの教育の復興を図るために、学級編制の弾力化等に伴う定

的 数措置を行う。

１ 教職員の定数

「教職員定数の標準に関する法律」に基づく教職員の確保を基本に、特色ある

教育の推進など、教育の充実に配慮しながら定数確保に努め、義務教育課管轄の

学校に対する定数は、新潟市を含め15,836人であった。 （Ｈ24：16,035人）

２ 少人数学級・少人数学習

市町村教育委員会の要望を踏まえ、少人数学級や少人数学習を実施できるよう、

定数措置を行った。

(1) 小学校１・２年生で32人以下の学級編制に定数措置した。

[136校に155人措置]

(2) 小学校３年生で35人以下の学級編制に定数措置した。 [20校に20人措置]

(3) 小学校４年生少人数学級のモデル校を指定し、効果検証を実施した。

[上･中･下越各１校に３人措置]

(4) 小学校３～６年生の国語、算数、理科（一部）の授業を32人以下の少人数集

団で実施できるよう定数措置した。 [159校に178人措置]

(5) 中学校１～３年生の数学、英語、理科（一部）の授業を33人以下の少人数集

団で実施できるよう定数措置した。 [181校に435人措置]

(6) 中学校において学級編制を弾力的に扱い、加配教員を活用して少人数学級化

している学校から、その成果を聴取した。 [37校に48人措置]

３ 免許外教科担任の解消

小規模中学校の免許外教科担任を解

消するために定数措置した。

[教諭７人措置、本務校のほかに

２校を兼務]

[非常勤講師を112校に215人措置]

【中学校におけるＴＴ指導】
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４ 中越大震災・中越沖地震及び長野県北部地震への対応

中越大震災・中越沖地震及び長野県北部地震による被災地域の学校において、

児童生徒の心のケア等を実施できるよう、定数措置を行った。

[45校に50人措置]

〈震災対応の加配教員 配置校・配置数の推移〉

５ 東日本大震災による被災児童生徒の受入対応

被災した児童生徒757人（平成25年５月１日現在）を受け入れ、児童生徒の心

のケア等を実施できるよう、定数措置を行った。

[８市町村 27校に27人措置]

(Ｈ24：11市町村 41校に41人措置)

【成果】◇ 小学校４年生少人数学級モデル校の効果検証から、小学校３年生モデ

評 ル校同様、以下のような成果が見られた。

・学力面については、ワークテスト・Ｗｅｂ配信問題において、概ね全

価 国平均・県平均を上回った。

・学級集団への満足度が高く、全国平均を上回った。また、担任は、問

題が起こっても即時的確な対応ができた。

・保護者は、少人数学級について、肯定的な受け止めであった。

◇ 学級編制を弾力化して少人数学級を実施している中学校では、以下の

ような成果が見られた。

・理科、数学、英語で学習効果が上がった。

・教室内にゆとりがあり、個別指導がしやすかった。

・少人数学習のための他教室への移動がなくなり、生徒間のトラブルが

減った。

・教室内の人数が少なくストレスがかからないと感じる生徒が多かっ

た。

・生徒一人一人を丁寧に見てもらえると感じる保護者が多い。

【課題】◇ 学習面、生徒指導面で、より学校の実状に応じた定数措置を行うとと

もに、少人数学級の拡充を推進する必要がある。

○ 平成25年度より実施した小学校３年生少人数学級パイロット事業を他学年へ拡

充していく

　小学校 　中学校 計

校数 人数 校数 人数 校数 人数

H25 26 28 19 22 45 50

H24 27 33 20 27 47 60

H23 49 59 27 36 76 95

今
後
の
対
応
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③ 教育課程の編成・実施

目 自校の教育課題の解決に向けて、地域の環境や人材を生かした教育活動を一層展開す

るとともに、地域の中で、より主体的、積極的な役割を果たすことができるよう、教育

的 課程を編成・実施、改善する取組を進める。

１ 小・中学校教育課程研究推進事業

(1) 新教育課程研究集会の開催

小学校 中学校

上越地区 ８月８日 (妙高市文化ホール) ８月１日 (妙高市文化ホール)

中越地区 ８月６日 (ハイブ長岡) ７月30日 (ハイブ長岡)

下越地区 ７月８日 (県立教育センター) ７月９日 (県立教育センター)

＜研究集会の内容＞

・全体指導 新教育課程及び新しい学習評価実施上の課題についての研修

・教科等部会 新学習指導要領の趣旨を生かした実践例に基づく協議

【研究集会の様子】

(2) 教育課程研究員による研究推進

ア 県内で78人委嘱 （小学校39人、中学校39人）

イ 研修会を全４回開催 （上越地区２回、中・下越地区で各１回開催）

２ 学校評価等の充実

設置者である市町村教育委員会への指導・助言

・法令の規定による学校評価の充実

・保護者・地域の人々との共通理解と連携・協力による学校づくりの継続

・評価結果に基づく学校への支援や条件整備の実施

３ 地域の環境や人材を生かした教育活動の推進

(1) 学力向上のための地域の環境や人材の活用

(2) 地域の環境や人材を生かした年間指導計画の実施・改善
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【成果】◇ 学校評価については、小・中学校ともに100％の学校で自己評価が実施さ

評 れている。また、保護者や地域住民等による学校関係者評価は、小学校の98.1％、

中学校の96.0％で実施されている。

価 ◇ 地域住民を講師に招いて授業を行うなどの、地域住民と連携した教育活動

の実施状況は、小学校で99.7％、中学校では89.7％となっており、取組が進

んでいる。（Ｈ24 小学校99.3％ 中学校89.7％）

【課題】◇ 学校においては、自己評価結果の公表が小学校、中学校ともに100％に至

らず、学校だよりやホームページ等で広く公表するとともに、評価結果を基

に組織的、継続的に学校運営を改善していくことが必要である。

◇ 地域住民の学校行事への参加状況は、小学校では91.8％、中学校では79.3％

となり、地域と連携した教育活動が停滞している。

（Ｈ24 小学校93.1％ 中学校90.3％）

○ 地域との連携をさらに進めることにより、地域の環境や人材を生かし、地域の中で

より主体的、積極的に役割を果たす教育課程を編成・実施するよう、市町村教育委員

会を指導していく。

○ 全ての学校で学校関係者評価をさらに進めるとともに、自己評価結果の公表の徹底

と報告された評価結果に基づく課題の改善を、市町村教育委員会に指導していく。

〈地域住民と連携した教育活動の状況〉

5.4%

56.6%

88.3%

91.8%

99.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

地域の行事に参加

地域の公共施設を利用

学校行事への参加

地域の人を講師に招聘

小学校

H25

H24

H23

3.4%

59.8%

77.0%

79.3%

89.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

地域の行事に参加

地域の公共施設を利用

学校行事への参加

地域の人を講師に招聘

中学校

H25

H24

H23
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（２）高等学校教育段階での取組

① 学校の設置・組織の整備等

目 中学校卒業者数の大幅な減少、高等学校教育に対する生徒・保護者、地域のニーズの

多様化等を踏まえ、生徒一人一人の自己実現を図ることができる、魅力的で、特色ある

的 学校の再編・整備を進める。

１ 「平成26～28年度新潟県高等学校等再編整備計画案」の策定

平成25年までの中長期高校再編整備計画の策定以降、社会情勢の変化や教育に対す

るニーズの変化が見られることから､昨年度より「新潟県高等学校等再編整備計画案」

として、３か年分の年次計画案を毎年、策定･公表している。

２ 特色ある学校づくりの推進

(1) オンリーワンスクール・ステップアップ事業〔19校を実施校に指定〕

ア 起業家教育の推進〔３件10校〕

イ 地域と連携したキャリア教育の推進〔３件３校〕

ウ グローバル人材育成の推進〔２件６校〕

(2) 魅力ある高校づくりプロジェクト

ア 新潟中央高校音楽科 ロシアンメソッドピアノ専攻

イ 新津工業高校 日本建築科

ウ 国際情報高校 海外大学進学コース(新規)

〔参考〕所管する県立高等学校、県立中学校、県立中等教育学校

県立高等学校 本校：84校 分校：２校

県立中高一貫教育校 ７校（県立中学校：１校 県立中等教育学校：６校）

【成果】◇ 計画に沿って再編整備が進められ、満足度や中途退学率で成果が得られた。

評 ・「入学した学校が入りたい学校であった」と答えた高校１年生の割合上昇

（Ｈ17 60.8% → Ｈ24 63.6% → Ｈ25 64.4%）

価 ・「高校生活に満足している」及び「どちらかと言えば満足している」と答え

る高校２年生の割合上昇（Ｈ17 64.4% →Ｈ24 77.4% →Ｈ25 79.9%）

・中途退学率の改善 （Ｈ17 1.6% →Ｈ24 1.2% →Ｈ25 1.1%）

【課題】◇ 新たな高校再編整備計画を策定するとともに、特色ある学校づくりをさら

に進める必要がある。

○ 少子化に伴い中学校卒業者数が大幅に減少する見込みであり、今後は全県的な視野

に立ち、３年分の「再編整備計画案」に加え、約10年分の中長期的な再編整備計画案

を策定する必要がある。

○ 全国の中学生・保護者から選ばれる「魅力ある高校づくりプロジェクト」の取組を

引き続き推進する。また、「オンリーワンスクール・ステップアップ事業」の取組の

充実を図り、その成果を全県の学校へ伝播し、特色ある学校づくりを一層進める。
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基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

69.3% 77.4% 79.9% 80%

【関連指標１】

高校生活に満足している生徒の割合

（高校２年生）

実績値
目標値
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② 教育課程の編成・実施

目 新しい学習指導要領を基準とし、全ての学校において適正に教育課程が編成、実施さ

的 れることを目的とする。

１ 教育課程の編成

新しい学習指導要領を基準として、全ての学校の教育課程を点検・調査し、必要に

応じて改善指導を実施した。

年間授業時数は、週30時間×年間35週＝1,050時間以上確保することとしており、

全ての学校で、週当たり31時間以上の授業が行われている。

〔参考〕県立高校（全日制、本校・分校別）、県立中等教育学校（後期課程）の状況

(1) 週当たりの授業時数

年 度 週35時間以上 週34時間 週33時間 週32時間 週31時間 週30時間

Ｈ 31校 ９校 19校 21校 ５校 ０校
25 (36.5%) (10.6%) （22.4%） (24.7%) (5.9%) (0.0%)

Ｈ 28校 12校 18校 19校 ８校 ０校
24 (32.9%) (14.1%) （21.2%） (22.4%) (9.4%) (0.0%)

※各学校最大学科の第１学年の教育課程により調査

(2) 年間授業時数と教科時数の推移

年 度 年間授業時数 教科時数(内数) ※ 教科時数とは、年間授業時数のうち

学校行事等の活動時間を除いた時間
H25(計画) 1198.1 1125.6

H24 1195.2 1122.3

２ 学習評価の実施

教育水準の向上と授業改善を図るため、教科研究員による教育課程に関わる教員研

修を行うとともに、平成25年度「多様な学習成果の評価手法に関する調査研究事業」

（文部科学省事業）に取り組んだ。

【成果】◇ ＰＤＣＡサイクルの結果に基づき、適切な教育課程を編成し、全ての学校

評 で、シラバスを作成、公表するとともに、学習評価と学習指導の一体化に取

り組み、授業改善が図られた。

価 ◇ 各学校では、時間をかけて充実した学習活動が行われた。

【課題】◇ 生徒の進路希望等を踏まえて、特色ある教育課程を編成するとともに、更

なる授業改善を進める必要がある。

○ 各学校が地域や学校の実態、生徒の心身の発達段階を考慮した上で、特色ある教育

課程を編成、シラバスを活用した観点別の学習評価と学習指導の充実に努めるよう指

導し、教育内容の一層の向上と確かな学力の育成を目指す。

今
後
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２ 学ぶ意欲を高め、確かな学力を 評 価

育成する教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒一人一人の学ぶ意欲を高め、基礎的・基本的な知識及び技能

を習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判

断力・表現力を育成する。

(2) 生徒一人一人に確かな学力や専門的な知識・技能を身に付けさせ、将

来において自己実現可能な力をはぐくむ。

〔ここに注目 !！〕

・全国学力・学習状況調査で小学校６年生の成績が全国平均を大きく上回る
・大学進学率が48.1％と2.４ポイント上昇

（１）義務教育段階での取組

① 学力調査と基礎・基本の定着

目 児童生徒一人一人が学習内容を確実に身に付けることができるよう、各種学力調査の

的 結果を分析するとともに、学力向上推進システム活用事業等の有効活用を図る。

１ 学力調査の実施

(1) 平成25年度全国学力・学習状況調査(全数調査：全国調査)

ア 期日 平成25年４月24日に実施

イ 対象 小学校６年生対象 国語、算数

中学校３年生対象 国語、数学

ウ 内容問題等の補助資料及び分析シート等を作成し、県内全ての小・中学校に

配付した。

(2) 全国標準学力検査（抽出調査：県単独）

ア 期日 平成25年５月中に実施

イ 対象 小学校６年生対象 国語1,066人、算数1,066人

中学校３年生対象 国語894人、数学871人、英語906人

２ 学力向上推進システム活用事業

(1) Ｗｅｂ配信集計システムによる定着度診断及び授業改善支援

〈Ｗｅｂ配信集計システムＨＰトップページ〉 〈中学校数学科における診断問題例〉

ア 参加状況 小・中学校の99.5％（小学校100％ 中学校98.3％）

イ 診断問題、結果の解説・サポート問題の配信（５～３月（計20回配信））

ウ 定着状況の改善に資する補充、新たな分野での発展問題の配信（計４回）

エ 実施時の正答率を入れ授業改善に資する過去問題の配信
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(2) リーフレット「分かる授業づくり」の作成

平成19～25年度全国学力・学習状況調査結果及び平成25年度Ｗｅｂ配信集計シ

テムの入力結果を分析し、県全体の成果と課題及び授業改善のポイントをリーフレ

ットにまとめ、各市町村教育委員会、全小・中学校に配付した。

(3) 学力向上パートナー事業・研修会支援事業を、希望する市町村に指導主事を派遣

して実施し、管内の学校を継続的に指導・支援した。

[17市町村へ43回派遣] （Ｈ24 11市町村へ34回派遣）

(4) 「学力向上特任指導主事」を県立教育センターに配置し、中学校数学に関わる学

力向上対策プロジェクトを燕市と連携して取り組んだ。

【成果】◇ 全国学力・学習状況調査では、小学校においては国語、算数とも全国の平

評 均正答率を大きく上回った。

【課題】◇ 中学校では、燕市との連携による取組で一定の成果がみられるものの、全

価 国との平均正答率の比較において、国語はほぼ全国平均と同程度であるが、

数学は依然、低下傾向にあり、数学の学力向上が喫緊の課題である。

〔参考１〕全国学力・学習状況調査 小学校６年生 全国学力・学習状況調査 中学校３年生

※ 縦軸の０は全国値とする。

※ 平成23年度の全国学力・学習状況調査は、東日本大震災の影響を受け、見送りとなったため、実績値はない。

〔参考２〕 全国標準学力検査結果（偏差値）小学校６年生 全国標準学力検査結果（偏差値）中学校３年生

○ 「Ｗｅｂ配信集計システム」をさらに充実し、診断問題や分析結果等、指導改善の

ための情報提供に努め、各学校の授業改善の取組を支援していく。

○ 中学生の数学の学力向上に向けて、効果的な取組事例を全県に周知し、普及させて

いく。

51.4

52.5

46

47

48

49

50

51

52

53

54

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

国語

算数
49.7

49.3

46.346

47

48

49

50

51

52

53

54

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

国語

数学

英語

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

51 51 50 52

目標値
実績値

【関連指標２】

全国標準学力検査結果
（小・中偏差値平均）

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

75.9% 77.8% 78.1% 80%

目標値

「授業が分かる」児童生徒の割合

（小・中）

実績値
【関連指標３】
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② 学習指導の充実

目 主体的に学習に取り組む態度を養い、思考力・判断力・表現力を育むために、各教科

等において授業の工夫・改善に努めるとともに、個に応じた指導や体験的学習の充実を

的 図る。

１ 学力向上推進フォーラム

全国学力・学習状況調査、及び過去３年間のＷｅｂ配信問題等を活用した学力実態

の把握とそれに基づいた「分かる授業」づくりの取組及び成果に関わる事例紹介、学

習指導要領の趣旨を生かした国語、算数・数学、英語におけるワークショップを行い、

学力向上を推進する諸方策について協議することにより、市町村や各学校における取

組の一層の充実を図った。

・６月４日 佐渡市トキのむら元気館 佐渡地区 41人

・６月７日 柏崎市立教育センター 中越地区（長岡、柏崎等） 70人

・６月10日 胎内市産業文化会館 下越地区（村上,新発田等） 85人

・６月12日 県立教育センター 中越下越地区（燕、五泉等） 85人

・６月14日 南魚沼市役所大和庁舎 中越地区（十日町市、魚沼等） 107人

・６月19日 見附市文化ホールアルカディア中越地区（長岡、三条等） 107人

・６月21日 上越市教育プラザ 上越地区 113人

【学力向上推進フォーラムの様子】

２ 中学校複数担任制等推進事業（中規模中学校16校、Ｈ24、25の２年単位の指定）

(1) 実践校に１人の教員を加配し、少人数指導や補充学習等をとおして、学習支援が

真に必要な生徒の基礎・基本の確実な定着と中学校生活の充実を図った。

(2) 実践校の成果を義務教育課ホームページに掲載して周知を図った。

３ 小学校課題別パイロット事業（１年単位の指定）

小学校に課題別の人的配置を行い、本県の学校教育の重要事項である学力向上及び

生徒指導などに関わる課題の解消を図った。

４ 小学校理科専科教員の活用

より専門性の高い理科教員を配置し、主に高学年に対して、観察・実験などの学

習活動の充実を図った。 [県内８校に１人ずつ配置]
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５ 外国語教育推進事業

小学校外国語活動と中学校英語科の円滑な接続を目指し、小学校外国語活動担当者

及び中学校英語担当者の指導力向上を図るため、県内全ての小・中学校を対象とする

研修を実施した。

・７月30日 県立教育センター 下越地区 76人

・８月１日 上越地域振興局 上越地区 54人

・８月５日 刈羽村ラピカ 中越地区 62人

・８月７日 長岡市教育センター 中越地区 93人

【成果】◇ 全ての小・中学校を対象に学力向上推進フォーラムを実施し、学力向上を

評 図るための授業改善について指導、協議したことにより、学習指導要領の理

解を深め、趣旨の周知を図ることができた。

価 ◇ 授業の工夫・改善に向けた取組については、児童生徒のつまずきを踏まえ

た授業構想により、目的を明確にした学び合いを取り入れるなど、「学ぶ楽

しさ」「分かる喜び」が実感できる授業づくりの必要感を高めた。

◇ 中学校複数担任制等推進事業、小学校課題別パイロット事業をとおして、

個別支援の機会を増やし、児童生徒の授業に対する意識を高揚させた。

【課題】◇ Ｗｅｂ配信集計システム等を活用し、全校体制で学力向上に取り組む必要

がある。

◇ 児童生徒の家庭学習習慣確立のために、家庭との連携を図る必要がある。

〈確かな学力の向上を図るために、活用した方法〉 〈中学校において小学校外国語活動

活用した方法 小学校 中学校 との円滑な接続を図るための取組

問題解決的な学習の実施 91.1 ％ 79.3 ％
を実施した割合〉

体験的・操作的な学習の実施 90.1 ％ 69.0 ％ 割合

個別指導の充実 97.2 ％ 92.5 ％ 実施した 99.4％

意欲的な学習のための教材開発 83.2 ％ 81.6 ％ 実施しなかった 0.6％

（平成25年度教育課程の編成・実施状況調査から）

○ 全小・中学校を対象に「学力向上推進フォーラム」を引き続き毎年開催する。特に、

校内研修の進め方についての研修を実施し、全校体制で授業改善を実現できるように

する。

○ グローバル人材育成のため、小・中学校外国語担当教員を対象とした研修会や小・

中・高等学校が連携した取組などに一層力を入れていく。

○ 児童生徒の学習習慣の定着のため、引き続き家庭と連携して家庭での学習の習慣化

を図っていく。
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（２）高等学校教育段階での取組

① 学習指導の充実

目 入学直後の新入生の進路意識の啓発、学習習慣の形成を図る。

継続的意識啓発による進路意識の深化を促し、早期の進路目標の確立を図る。

的 進路目標に対応した学力を身に付けさせ、高校卒業時の進路実現を支援する。

１ 学習習慣の形成及び学習意欲の喚起

(1) 新入生学習習慣形成支援（集中学習指導）の実施 （17校）

(2) 大学における教育・研究内容等の講義体験の実施 （17校）

(3) 大学教授を招聘した講義、講演、実験・実習等（高大連携事業）の実施（14校）

２ 生徒の実態に即した指導方法の改善

(1) 進学指導充実セミナー （年２回 50校）

進学者の割合の多い学校の英語、地歴・公民の教諭が、教科指導の工夫・改善と

学力向上の方策について協議した。また、外部講師による講演を行った。

(2) 学力向上対策協議会 （年２回 40校）

学力向上を目指す学校の英語、国語の教諭が、教科指導及び学力向上に向けた具

体的な対策を協議した。また、外部講師による講演を行った。

３ 各教科等研究協議会等

(1) 教科研究員研修 （18部会 参加者50人）

学習指導要領改訂に伴う新教育課程の実施に向けた研究を行った。

(2) 各教科等研究協議会 （10部会 参加者589人）

新学習指導要領の趣旨・内容について周知を図り、協議を行った。

【成果】◇ 高校入学直後から進路意識を醸成し、大学で学ぶ意義を理解させる取組を

評 行うことにより、「将来就きたい職業を決めている（Ｈ23からは「具体的に

考えている」）」と答える高校２年生の割合が上昇している。

価 [「将来就きたい仕事を決めている（H23からは「具体的に考えている」）」

と答える高校２年生の割合］

Ｈ21 69.4% → Ｈ24 75.2% → Ｈ25 76.3%

◇ 学力の向上に向けた授業改善を図るために、各学校において学習指導上の

課題を踏まえた研修を行った。

【課題】◇ 確かな学力を身に付けさせるために、学校全体として組織的な指導体制を

さらに充実させる必要がある。

◇ 教材開発や指導力の向上を引き続き推進する必要がある。

○ 進路目標に対応した学力を身に付けさせ、高校卒業時の進路実現を支援するために

教員対象の各種研修会、協議会の内容を充実させる。

○ 確かな学力を育成するために、引き続き、入学直後からの進路意識啓発や、集中学

習指導、講演会等を行う。
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② 進路実現に向けた進学指導

目 進路希望の実現のために必要な学ぶ意欲、確かな学力を育む。

的

１ 大学で学ぶ意欲を喚起するため、大学教授による専門的な講義、講演、実験

・大学講義体験 （17校） ・高大連携事業 （14校）

２ 学力向上を目指した学習会（ﾁｬﾚﾝｼﾞｾﾐﾅｰ）

新潟県や日本のリーダー、県の医療を支える

ことを志す生徒の学力向上を図るための学習会

・参加生徒：夏248人（新潟･長岡･上越）

春 98人（新潟）

（Ｈ24 夏114人 春106人）

３ 教科指導力向上を目的とした教員研修 【チャレンジセミナー in Summerの様子】

最新入試問題等の分析及び教材等の作成をとおして、教科指導力と、生徒の進路実

現に向けた授業実践力の向上を図る。

・参加教員：31校54人 （国語、数学、英語、物理、化学）

４ 新潟大学医学部医学科体験講座

医学部医学科に進学し県の医療を支えようという気概をもつ生徒に対し、医学へ

の興味関心を高め、意欲向上を図るとともに、医学科を志す仲間作りの契機とする。

・参加生徒：県立高校１､２年生及び県立中等教育学校４､５年生の58人

【成果】◇ 平成26年春の大学等進学率は、48.1％（前年比2.4ポイント増）となり、

評 現役の国公立大学進学者数は2,423人である。また、現役・浪人を合わせた

医学部医学科への進学者数は、106人となった。
価

〈国公立大学への進学者数（現役）及び医学部医学科への進学者数〉

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

国公立大進学者数（進学率） 2,501人(11.8%) 2,284人(10.6%) 2,423人(12.1%)

医学部医学科進学者数（うち現役） 113人 (45人) 106人 (51人) 106人 (44人)

※Ｈ26の国公立大進学者数には、長岡造形大学への進学者を含む。

◇ 教員による教材等作成研修会の内容の充実を図り、国語、数学、英語の成

果は校内研修で活用し、理科の成果は科学の甲子園県予選の問題として活用

することができた。また、生徒対象の夏のチャレンジセミナーでは、開催地

区を増やすなどして、参加生徒数が前年度と比べて２倍以上に増加した。

【課題】◇ 生徒一人一人が第一志望とする大学等に進学できるよう、キャリア教育を

基盤とした組織的な取組が必要である。また、本県の抱える医師不足という

課題を踏まえ、医学部医学科への進学者数を増加させる必要がある。

○ 生徒一人一人が第一志望に合格できるような学力向上の取組を行う必要があり、ま

た本県が抱える医師不足という課題を踏まえて、引き続き医学部医学科体験講座を実

施するなど、意識啓発に努める。
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③ 専門教育の推進

目 生徒に実践的な技能・技術や知識、伝統的な技能等を習得する機会を与え、主体的に

進路選択ができる力を育成するために、地域や産業界と連携した体験的な学習、先端的

的 な研究を推進する。

１ デュアルシステム

（10～12日間、11校、92人）

※デュアルシステム：学んでいる専門教科に関係する

業務を行う企業で一定期間取り組む現場実習

２ ものづくり技能・技術の伝承

（年間10時間、８校）

３ 企業と学校のネットワークづくり

（年間２回、８校）

４ ＩＣＴ技術の充実による創造性の育成

（ロボット製作研究、８校）

５ 教員の指導力の向上（２人、１年間）

(1) 新潟職業能力開発短期大学校電気エネルギー制御科

テーマ 電気エネルギー制御

(2) 新潟県立三条テクノスクール メカトロニクス科

テーマ 各種工作機械等による技能・技術習得

６ 県立専門高校メッセ（平成21年度から）

・期日：８月７日 会場：新潟市体育館

・参加者961人：中学生、中学校教員、保護者等

専門高校生が中学生・保護者等へ学習の成果を発

表し、実習等の体験学習の指導を行うことにより、専門学科の理解を深める機会

とするとともに、中学生の進路選択の一助とした。

【成果】◇ 技術力向上へ向けた生徒への動機付けが進み、旋盤、溶接、電気工事、建

評 築大工などに関する技能検定や各種資格取得に向けた取組が進んでいる。

３級技能検定の合格者数（括弧内２級）

価 Ｈ24 292人（20人） → Ｈ25 243人（17人）

◇ 平成25年度第８回若年者ものづくり競技大会建築大工部門（20歳未満の専

門学校生等が対象の大会）で、新津工業高校生が準優勝した。

◇ 専門高校メッセに来場した中学生や保護者等の高い肯定的評価

進路を考えるうえで｢参考になった｣｢やや参考になった｣ 97.1％

【課題】◇ デュアルシステムを充実させ、高度な専門知識や実践的な技術・技能を有

する人材を育成し、職業への理解の深化や職業意識の醸成を図る必要がある。

○ 今後も、デュアルシステム等の参加校や生徒数の拡充に努め、実践的な技能・技術

や高度な専門的知識、伝統的な技能等を習得させる。また、職業への理解を深めさせ、

地域産業を担う人材を育成するとともに、生徒の自主性や他者と協力・協働できる能

力等を醸成する。
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【ものづくりコンテスト旋盤部門】

【専門高校メッセ】
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④ 国際理解教育の推進

目 英語による実践的コミュニケーション能力と、国際理解・国際協調の精神を身に付け

的 た、国際社会で活躍できる人材を育成する。

１ イングリッシュセミナーの実施

・期日：８月22日～23日 参加生徒：163人（30校）（Ｈ24 115人（29校））

・会場：アオーレ長岡

２ スピーチコンテストの実施

(1) 予選 10月12日

・会場及び参加生徒数

上越・中越：柏崎エネルギーホール

22人（９校）[Ｈ24 25人（11校)]

下越・佐渡：県立新潟高等学校

32人（12校）[Ｈ24 31人（13校）］

(2) 本選 11月４日 【スピーチコンテストの様子】

・会場及び参加生徒数

県立生涯学習推進センター 18人（10校）（Ｈ24 19人（９校））

３ 高校生の留学促進事業（文部科学省事業）

海外へ留学する経費の一部を補助する。

留学期間 １年 対象生徒 ４人

【成果】◇ イングリッシュセミナーでは、参加人数が昨年の約1.4倍と大幅に増加し

評 た。他校の生徒たちと協力しながら英語によるコミュニケーション能力を高

めることができた。

価 ◇ スピーチコンテストは、人前での発表によりプレゼンテーション能力が向

上するだけでなく、他の参加者から大きな刺激を受けることで、さらに広い

視野を持つことができ、英語学習へのモチベーション向上へとつながってい

る。

【課題】◇ グローバル人材の育成のため、語学力に加え、国際社会に通用する思考力

や表現力を高めていくことが重要である。

○ グローバル人材育成のため、その基本となる英語力育成を推進する。

○ 英語によるコミュニケーション能力や国際理解の重要性を生徒に再確認させるため、

イングリッシュセミナーやスピーチコンテストについて、積極的な参加を促す。

○ 海外研修や海外インターンシップにより国際感覚の養成を目指す高校等を継続的に

支援する。

○ 県内大学に留学している大学生を高等学校等に招致し、様々な活動を通じて英語に

よるコミュニケーション能力を高める。
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⑤ 海外修学・研修旅行実施の推進

目 海外の文化に触れさせることで生徒の知見を広めさせ、将来、国際社会で活躍できる

人材を育成する。

的 東アジアとの交流拡大の基盤づくりを図るため、中国・韓国等への研修旅行の推進に

より、生徒間交流などをとおした相互理解を進める。

また、参加を希望する生徒が、海外研修に参加できる機会を設ける。

高校生東アジア派遣・研修推進事業

各専門高校や地区の学校合同での研修旅行を企画するなど、生徒が希望すれば海外

を経験できるよう、学校の枠を超えて海外研修に参加できる環境整備を図った。（費

用は自己負担）

・合計５回

(商業部会、農業水産部会、新潟中西東地区、工業部会、長岡・魚沼・上越地区)

・合計25校 61人参加 （平成24年度 合計３回14校40人）

【成果】◇ 平成22年度から高校生東アジア派遣・研修推進事業を立ち上げ、新潟空港

評 を利用しての海外修学旅行・研修旅行が定着してきた。高校時代に海外を経

験し、視野を広げることの意義も周知されてきている。平成25年度は、新規

価 の旅行先への研修旅行も含め実施校数は増加した。

Ｈ24:92校中27校が実施 → Ｈ25:90校中45校が実施

【課題】◇ 海外修学・研修旅行の実施校数の割合が50.0％であり、目標の80％との差

が大きい。

◇ 高校生東アジア派遣・研修旅行については、より多くの生徒が参加できる

ような計画作りが必要である。

◇ 海外修学旅行については、国際情勢を考慮し、生徒の安全確保を第一とし

た旅行計画を策定する必要がある。

○ 海外での研修を希望する生徒のためにも、「高校生東アジア派遣・研修推進事業」

の周知を徹底するとともに、充実した支援整備を行う。

○ 海外へ行き見聞を広げることは、教育的には非常に意義あることである。生徒の安

全の確保のためにも、関係部局と連携しながら新たな旅行先を含めた海外の情報を提

供していく。
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基準年指標値

（平成20年度） （平成24年度） （平成25年度）

11.7% 29.3% 50.0% 80%

目標値
実績値

【関連指標４】

県立高等学校等における海外修学・

研修旅行の実施校数の割合
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⑥ 入学者選抜の実施

目 新潟県としての課題や時代の要請等を踏まえて、特色ある学校づくりを進めるため、

県立学校の学校・学科の再編整備計画を推進することにより、募集学級数や募集定員を

的 定め、入学者選抜検査を適正に実施する。

１ 県立中学校、高等学校、中等教育学校の入学者選抜

(1) 募集学級の発表 10月24日（定例教育委員会）

(2) 県立中学校、県立中等教育学校の入学者選考検査の実施 １月11日

(3) 県立高校の入学者選抜検査の実施

推薦選抜 ２月12日

学力検査 ３月11日

二次募集 ３月24日

(4) 平成26年度公立高等学校入学者選抜の概要

課 程 全日制 定時制

募 集 学 級 405 24

募 集 定 員 16,180 845

合 格 者 数 等 受検者数 合格者数 受検者数 合格者数

推薦選抜 2,402 3
内 2,619 3

特別推薦(内数） （115）

訳 一般選抜 14,956 13,351 642 630

２次募集 121 116 75 74

２ 平成27年度からの公立高等学校入学者選抜の改善について

平成25年９月に全県の中学１、２年生に選抜制度の概要を示したリーフレットを配

付し、また、平成26年３月に、各学校・学科ごとの選抜方法等を各中学校に通知した。

改善方針（主な変更点）

(1) 特色化選抜

現行の特別推薦選抜を整理、拡充し、「特色化選抜」を実施する。

(2) 一般選抜

現行で実施している学力検査の他に、必要に応じて学校独自検査を実施するなど、

選抜方法を工夫し、学校裁量を拡充する。

(3) 海外帰国生徒等特別選抜

一般選抜及び欠員補充のための２次募集において、数学、英語、作文及び面接等

による受検を可能とする。

評 【成果】◇ 平成26年度入学者選抜については、適正に実施された。また、現状の成果

と課題を踏まえ、平成27年度入学者選抜の改善の趣旨や選抜の概要を周知し、

価 制度改革に向けての準備ができた。

【課題】◇ 新制度の円滑な実施に向けて、準備を進める必要がある。

○ 入学者選抜を、今後も適正に実施する。
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３ 勤労観や職業観をはぐくむ 評 価

キャリア教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 自らの在り方生き方を考えて具体的な進路目標を定め、自分の進路希

望を実現していくことができるよう、キャリア教育を推進する。

(2) 勤労観や職業観を身に付け、社会人・職業人として自立していくこと

ができるよう、小・中・高等学校で一貫したキャリア教育を推進する。

〔ここに注目 !！〕

・地域に根ざすキャリア教育推進事業により、全県の学校でキャリア教育が展開

（１）義務教育段階での取組

目 実践的・体験的な活動をとおして、児童生徒の社会的・職業的自立に向け、必要な知

識、技能、態度等を育てるよう、キャリア教育を推進する。

的 〔小学校〕 働くことや夢をもつことの大切さを理解させ、自己及び他者への積極的な

関心を高める。

〔中学校〕 将来の生き方や働き方について考えさせるとともに、目標を立てて計画的

に取り組む態度を育成し、進路を選択・決定する能力を高める。

１ 地域の資源を生かした職場見学、職場体験活動

・小学校における職場見学の実施 62%（Ｈ24： 63%）

・中学校における職場体験の実施 98%（Ｈ24：100%）

２ 年齢や価値観の異なる多様で幅広い他者との交流

・「性別、年齢、個性、価値観等が異なる他者と協働する活動」の状況

小学校 80%（Ｈ24：78%） 中学校 69%（Ｈ24：69%）

・社会人やOBを招聘しての講演会等

小学校 48%（Ｈ24：48%） 中学校 80%（Ｈ24：79%）

・進学先の学校への体験入学や学校訪問

小学校 97%（Ｈ24：97%） 中学校 98%（Ｈ24：94%）

３ 地域に根ざすキャリア教育推進事業

平成22年度に作成したモデルプログラムを基にしたキャリア教育を全県に展開する

ため、市町村教育委員会の取組を支援したほか、キャリア教育推進ステーションを運

営し、地域協議会等の立ち上げ支援や小中高の連携体制整備支援及び学校と企業等関

連機関とのコーディネートなどを行った。

(1) キャリア教育推進ステーション（県立教育センター内）の運営

ア 新潟県キャリア教育推進会議 ８月６日、２月10日に開催

イ にいがたキャリア教育フォーラム ８月31日に開催 431人参加

ウ 産業界との連携

・Ｗｅｂサイトに「新潟っ子をはぐくむキャリア教育協力団体一覧」を掲載

エ キャリア教育に関する教職員研修

・管理職研修を実施。義務教育課指導主事が資料を配付し指導
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(2) キャリア教育取組支援

新たに補助金により支援した事業

・三条市 （33校）：三条を誇りに思う児童生徒の育成

・新発田市（34校）：地域と小・中学校の連携

・小千谷市（13校）：生き方を学ぶキャリア教育

・見附市 （12校）：ふるさと見附を愛し、夢と志を持つ子どもを育てる「心柱教育」

・村上市 （29校）：職場体験学習の充実によるキャリア教育

・糸魚川市（21校）：自己理解・自己管理能力の育成とキャリアプランニング能力の育成

・五泉市 （15校）：社会的・職業的自立に必要な基盤となる能力や態度の育成

・阿賀野市（15校）：体験的な活動を組織化したキャリア教育

・南魚沼市（25校）：地域と一体となり地域に根を張るキャリア教育

・出雲崎町（ 2校）：地域学習をとおして郷土愛を育み、自らの生き方を考える教育

・粟島浦村（ 2校）：自立してたくましく生きる能力の育成～社会性の伸長を中核として～

・阿賀町（9校）：よりよい人間関係づくりを学び、多様な生き方について考える児童の育成

(3) 小中高連携協議会の開催

・産業界と連携したキャリア教育を

系統的に推進するため研修会を開催

上・中・下越・佐渡会場

計４回開催 395人参加

【キャリア教育小中高連携協議会でのグループ協議】

【成果】◇ キャリア教育取組支援の対象として新たに12市町村を指定し、普及・振興

評 を図った。その結果、「郷土愛」「基礎的・汎用的能力」を育む取組を、３年

間をとおして全県の学校で展開することができた。

価 ◇ 従来の教職員研修に加えて管理職を対象とした研修を実施した結果、全校

体制でキャリア教育を推進する必要性を共通理解することができた。

【課題】◇ 職場見学や職場体験の重要性は認識され定着している。今後は、全教育課

程でのキャリア教育の推進、職場体験活動実施日数の延伸が必要である。

◇ ふるさと教育等、郷土への愛着や誇りを育む取組が推進されているが、一

層の充実、工夫改善が必要である。

○ 各種研修会等において、「郷土愛」「基礎的・汎用的能力」育成の視点を取り入れた

キャリア教育年間指導計画の整備を呼びかけるとともに、文部科学省「中学校職場体

験ガイド」に基づき、職場体験活動を延伸するよう働きかける。

○ 郷土を理解し、郷土に貢献しようとする意欲を育成するため、郷土や職業に関する

視聴覚資料等を作成･配布し、各学校での活用を推進する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）
目標値

実績値
【関連指標５】

「将来就きたい仕事のイメージをもって

いる」と答える生徒の割合（中学２年

生）

67.2% 71.2% 68.8% 80%以上

今
後
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（２）高等学校教育段階での取組

目
生徒が自らの在り方や生き方を考え、未来を切り拓く力を身に付けるよう支援する。

的

１ 高校生活ブリッジング事業

・新入生進路意識啓発講演会（84校）

２ 進路目標確立支援事業

・上級学校見学（28校） ・企業見学（42校） ・インターンシップ（40校）

３ 進路目標達成支援事業

・進路指導改善協議会（年２回）

４ キャリア教育推進事業

・キャリアアップサポーターの配置（７校、１日５時間、週５日）

・キャリアアップセミナーの開催（12校、１・２年対象、クラス単位）

・キャリア教育研究指定校（１校）

５ 進路指導における中核的役割を担う教員の配置（文部科学省事業）

・高等学校就職支援教員の配置（４校、４人）

６ 公共職業安定所等の関係機関と連携した取組

・キャリア探索プログラム、職場見学、社会人セミナー等

７ 地域キャリア教育支援協議会設置促進事業（文部科学省事業）

・協議会を設置、地域産業界の状況等の情報共有

・普通科高校のインターンシップを推進

【成果】◇ 「将来就きたい仕事について具体的に考えている」と答える生徒の割合が

評 75%を超えるなど、生徒一人一人が、将来を見とおして自らの生き方や価値

観にふさわしい進路を主体的に考えるようになった。

価 ◇ 職業への理解やふるさとへの愛着を深めるため、インターンシップなどの

体験的学習や、地域の人材を活用したセミナー等の取組を充実させた。

〔参考〕公立高等学校卒業者のうち進学も就職もしなかった者の割合の変化

Ｈ24（3月末）：3.6％ → Ｈ25（3月末）：2.9％ → Ｈ26（3月末）：2.8％

【課題】◇ 上級学校卒業後の将来を見据えた普通科におけるキャリア教育を充実させ

る必要がある。

◇ ３年以内離職率が依然として高い水準にある。（平成22年３月卒業生の新

潟県離職率41.0%、全国平均39.2%）

○ 生徒一人一人が主体的に進路を選択できるよう、支援を一層充実させる。

○ 生徒自らが将来を設計することのできる力を身に付けさせるとともに、確かな学力

と職業観を育てる取組を引き続き行う。

○ 学校から社会・職業への円滑な移行が行われるよう、産業界のニーズの把握に努め

るとともに、各種事業及びキャリア教育を一層充実させ、就職のミスマッチの防止を

図る。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

69.4% 75.2% 76.3% 80%以上

目標値
実績値

【関連指標６】

「将来就きたい仕事について具体的に考えている」

と答える生徒の割合（高校２年生）

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

95.7% 100% 100% 100%

【関連指標７】

インターンシップ等を実施している

学校の割合（高）

実績値
目標値
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４ 一人一人の教育的ニーズに応える 評 価

特別支援教育の推進 Ａ

＜目指すもの＞
ノーマライゼーション※の理念のもと、障害のある幼児児童生徒の自立

や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、一人一人
の教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、学習上又は生活上の困難
を克服し自立を図るために、適切な指導や必要な支援を行う。

※ノーマライゼーション；障害のある者もない者も同じように社会の一員として社会活動に参加し、
自立して生活することのできる社会を目指すという理念

〔ここに注目 !！〕

・職業学級の第１期卒業生38人中37人が企業就労

① 特別支援学校の充実・整備

目 高等部を希望する生徒が増加傾向にあることから、「地域の子どもは地域で学び育て

る」及び「高等部教育の希望者全員を受け入れる」を基本に、全県的視野から計画的に

的 整備を推進するとともに、幼児児童生徒の障害の重度化・重複化、多様化に対応し、個

々の教育的ニーズに応じた教育を推進する。

１ 学校の開校及び学級の新設

・糸魚川、十日町、南魚沼の３市で市立特別支援学校開校（設置認可と運営支援）

・見附市立見附特別支援学校に高等部普通学級設置（設置認可と運営支援）

２ 医療的な配慮の必要な児童生徒に対する医療的ケア

・対象児童生徒が在籍する全ての学校に学校看護師を配置 [12校19人]

（Ｈ24：12校20人）

３ 職業教育の推進

・職業教育の充実を目的に、生徒の技能を客観的に評価する職業技能検定を実施（導

入２年目）。清掃業に関する検定を実施 142人が受検（Ｈ24：95人）

・職業教育に重点を置いた職業学級を、知的障害特別支援学校高等部３校に平成23年

度から設置し、第一期生が卒業。

【成果】◇ ３市における市立特別支援学校の設置により、特に高等部入学希望者が増

評 加傾向にある知的障害特別支援学校高等部の整備が推進された。

◇ 職業技能検定の受検者は検定導入の昨年度より増加した。職業教育への取

価 組の強化、生徒の学習への目的意識や意欲、就労分野の拡大につながるとと

もに、障害者雇用に関わる社会への理解啓発を促す機会となっている。

◇ 職業学級の第一期生の卒業生38人のうち37人が企業に就労した。

【課題】◇ 今後も、市町村との連携を図った計画的な高等部整備、生徒の希望や力に

応じた進路実現を図るための職業教育の推進・充実が必要である。

○ 数年先を見据えた高等部進学希望者の推計に努め、希望者全員を受け入れるべく学

校整備の推進を図る。平成26年度は、村上特別支援学校いじみの分校分教室の開設、

小千谷市立特別支援学校の開校を予定している。

○ 職業技能検定は、今後、接客サービス等の検定職種も加えるなど一層の充実を図る。

○ 職業学級３年間の取組を分析評価し、その設置拡大に向けた検討を行う。
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② 支援体制の整備

目 各地域における障害のある幼児児童生徒の実態を踏まえて、特別支援学級や通級指導

教室の計画的な配置に努めるとともに、適切な指導及び必要な支援を行う体制を整備す

的 る。また、障害のある子どもが地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに

生きる上で、障害のない子どもとの交流及び共同学習をとおして相互理解を図る。

１ 特別支援学校のセンター的機能の実績 〈特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室における在籍者数及び利用者数の推移〉

・教育相談件数：5,281件 （Ｈ24：4,937件）

研修会：開催回数106回 計4,328人参加
（Ｈ24：70回3,135人）

２ 特別支援学級の設置

・小学校29学級、中学校18学級

計47学級新設 → 全県で計1,164学級

３ 通級指導教室の設置

・２教室新設（上越市、長岡市）

→ 全県で計109教室

〈Ｈ25年度 特別支援学級設置状況〉 〈Ｈ25年度 通級指導教室設置状況〉

校種 小学校 中学校 発達障害 45

地域区分 設置数 設置校率※ 設置数 設置校率※ 言語障害 53

上越管内 158 74％ 60 97％ 難 聴 11

中越管内 303 77％ 156 91％ 全県計 109

下越管内 148 82％ 76 80％

新 潟 市 179 85％ 84 91％

計 788 81％ 376 88％

※ 設置校率：管内の全小学校数、全中学校数のうち

特別支援学級設置の学校数の割合

４ 健康で安全な学校づくりの推進

・障害の重度化・重複化、多様化に対応した

個々の児童生徒の健康安全に関わる支援体 【交流及び共同学習の様子】

制の整備と職員研修を実施した。(各特別支援学校)

・宿泊を伴う学校行事実施に関するガイドライン(義務教育課作成)を基に特別支援学

校各校は実施マニュアルを作成し、それに基づいた安全な学習の実施に努めた。

５ 発達障害児等についての緊急・困難事例支援のための「発達障害等総合サポート事

業」の推進

(1) 事業の目的

小・中学校等に在籍する発達障害児等についての緊急・困難事例等に対応し、総

合的な学校支援・保護者支援を図る。

(2) 事業の実績

サポートチームの市町村への派遣と専門家を招聘した定期ケース会議の開催（３回）

相談件数：456件(Ｈ24：21件)、サポートチーム派遣：10件（Ｈ24：８件）
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６ 高等学校における支援体制の充実

(1) 地域の特別支援学校が計画する特別支援教育コーディネーター養成研修に高等学

校のコーディネーター等が参加（県立特別支援学校10校が計24回開催。参加163人）

(2) 高等学校の特別支援教育コーディネーター養成のための研修を実施

（「個別の指導計画」の作成と活用等の研修）

(3) 県立堀之内高等学校をモデル校として校内支援体制の整備・充実、支援の在り方

等について専門機関と連携しながらキャリア教育の実践を実施（文部科学省事業）

(4) 特別な支援を必要とする生徒への適切な指導及び支援体制の拡充を図るため、臨

床心理士を特別支援教育支援員として県立高等学校５校に配置（Ｈ24より継続）

７ 「特別支援教育に関する実践研究充実事業」（特別支援教育の充実に資するため、

特別支援教育に関する教育課程の編成等の実践的な研究を行う）の実施（文部科学省

新規事業）

県立新潟盲学校を指定校として、平成24年度の指定研究として実践した「小・中

学校との交流及び共同学習」を継続実施し、校内組織体制の整備、ＩＣＴを活用した

効果的な支援の在り方などを研究し、児童生徒の居住地における実践、学校の近隣の

小・中学校との実践をまとめ、その成果を県内の学校等へ発信した。

【成果】◇ 高等学校においては、特別支援教育支援員の配置により、教職員研修会や

評 延べ約1,400人の教育相談が実施されるとともに、「個別の指導計画」の作成

がさらに進んだ。

価 ◇ 本県全体の小・中学校と特別支援学校等との交流及び共同学習は、実績値

が増加しており、各学校における実践が進んでいる。

◇ 総合サポート事業への相談依頼やサポートチーム派遣が昨年度よりも増加

しており、本事業に対する学校現場の期待がさらに高まっている。

【課題】◇ 小・中学校における発達障害通級指導教室の新設・増設要望が増加してお

り、ニーズに応じた計画的な設置拡充が必要である。

◇ 高等学校においては、校内委員会を中心とした支援体制のさらなる充実や、

「個別の指導計画」の活用などが必要である。

○ 特別支援学校が行う、地域の小・中・高等学校等への教育相談支援、市町村教育委

員会との連携による人材育成や専門性向上のための研修の一層の充実を図る。

○ 総合サポート事業は、今後も緊急に対応すべき内容と継続支援の内容を検討し、学

校及び保護者支援の充実を図るとともに、学校や市町村の対応力向上のための支援を

推進する。

○ 地域事情や児童生徒の実態を把握し、市町村からの設置要望を基に、全県的視野で、

特別支援学級、通級指導教室の適切な設置を推進する。

○ 高等学校における特別支援教育支援員活用事業により、「個別の指導計画」の活用

に向けた教員研修など、特別支援教育の推進を図る。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

81.8% 93.2% 97.0% 100%

目標値
実績値

【関連指標８】

特別支援学校等との交流及び共同学

習の実施校率（小・中）
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